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１ 脱炭素先行地域づくり事業の実施

脱炭素先行地域づくり事業とは
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➢ 脱炭素先行地域とは、

① 民生部門(家庭部門・業務部門)に対する再エネ電力供給により、ＣＯ₂排出実質ゼロの実現
 ※ 任意に設定したエリアで、ＣＯ₂排出実質ゼロとする

② 産業部門や熱利用等などの温室効果ガス排出削減に関する取組みを実施

 する地域のこと。

➢ 同時に「地域課題の解決」と「住民の暮らしの質の向上」の実現も必要。

➢ 内閣官房が策定した「地域脱炭素ロードマップ」では、地方自治体や地元企業・金融機関が中心となり、
環境省の交付金（50億円）を活用し、全国100か所を創出するとしている。



１ 脱炭素先行地域づくり事業の実施

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（脱炭素先行地域づくり事業）
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１ 脱炭素先行地域づくり事業の実施

スケジュール
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➢ 脱炭素先行地域は、2025年度までに、脱炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取組み実施の道筋をつ
け、2030年度までに民生部門の電力消費に伴うCO₂排出の実質ゼロを実現する。



１ 脱炭素先行地域づくり事業の実施

脱炭素先行地域の選定状況
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１ 脱炭素先行地域づくり事業の実施

脱炭素先行地域づくり事業の取組み（案）

-６-

本県における脱炭素施策の方向性

○ 九州特有の豊富な日照量を有効活用した脱炭素（出力制限への対応も含む）

○ 本県に豊富に存在する森林（木質バイオマス発電及びＪ－クレジット等の環境価値）及び地熱（熱利用）資源を活用した脱炭素

○ （「グリーン・コンビナートおおいた」の取組みを見据えた）水素等を活用した産業部門の脱炭素

本県の豊かな森林資源や地熱資源を活用したコンビナートエリアの脱炭素

○ コンビナートエリア（業務部門）へＰＰＡ・補助事業による太陽光発電・蓄電池設備の設置による再エネ導入

○ 大分市内住宅へＰＰＡ・補助事業による太陽光発電・蓄電池設備の設置による再エネ導入

民生部門電力の脱炭素の取組

○ 水素を活用した運輸部門等の脱炭素

※本県は経済産業省が今後10年程度で整備する、水素の供給拠点を目指している（グリーン・コンビナートおおいた）

大分市

民生部門電力以外の脱炭素の取組

○ 木質バイオマス事業（発電事業及び燃料製造）の拡大や
早生樹造林による林業の活性化

※Ｊ－クレジットを県内企業を普及する取組実施

○ 地熱バイナリー発電の廃熱を活用した、農業等の実施 等

※地熱利用の推進

その他市町村



２ 重点加速化対策事業の実施

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点加速化対策事業）
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２ 重点加速化対策事業の実施

重点加速化対策事業実施スケジュール
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R4 R5 R6 R7 R8 R9 計

一般家庭

太陽光 250件 250件 250件 250件 250件 1,250件

蓄電池 200件 200件 200件 200件 200件 1,000件

省エネ設備 120件 120件 120件 120件 120件 600件

民間事業者
太陽光 40件 40件 40件 40件 40件 200件

蓄電池 20件 20件 20件 20件 20件 100件

県有施設

太陽光
（PPA)

2件
（衛環研）
（動愛センター）

2件 5件 5件 5件 19件

ZEB化
宇佐総合庁舎

竹田総合
玖珠総合 3件

（改修）

省エネ設備
（高効率空調）

3件
（知事部局）

14件
（教育庁）

3件
（知事部局）

12件
（教育庁）

3件
（知事部局）

19件
（教育庁）

省エネ設備
（LED）

8件
（県立高校）

47箇所
（道路照明）

19件
（県立高校）

0件
（知事部局）

15件
（県立高校）

3件
（知事部局）

3件
（知事部局）



３ 民間事業者と連携した太陽光共同購入事業の実施

太陽光共同購入事業とは
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○ 本事業は、県民の皆さまが共同購入によるスケールメリットを活かし、太陽光パ
ネル・蓄電地をお得に購入できる仕組み

○ 具体的には、購入希望者・施工事者をとりまとめる、支援事業者をプロポーザル
にて公募、選定し県と協定を締結

○ 支援事業者は、購入希望者を募ったのちに、施工業者を入札にて選定（設置価

格の確定）し、設置価格に納得した購入希望者と施工業者が契約を締結するこ
ととなる。



３ 民間事業者と連携した太陽光共同購入事業の実施

実施スキーム
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大分県

購入希望者
（県民）

支援事業者

施工業者
（県内事業者）

②協定締結①公募・選定

⑧協設置件数に応じた

手数料支払い

⑤施工事業者の

入札・選定

③希望者の募集

⑥見積書の提供

④参加登録

⑦設備の設置契約



４ 民間事業者と連携した県有施設への充電ステーションの設置

実施背景
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○ EV充電器の設置・運営には多額の費用を要するが、初期費用やメンテナンス費
などを負担して設置を請け負う企業がある。

○ EV充電器の設置は、県民にとってEV購入の後押しとなり、EV充電器を設置した
観光地は、観光の選択肢として検討されやすくなる。

⑤年間電気代を払い戻し
（以降③～⑤の繰り返し）

③充電料金支払

②充電器設置

①用地提供

④毎月の電気代支払

電力会社 EVユーザー企業県

事業概要



５ 気候変動に関する適応ビジネスの推進

気候変動の適応に関する課題
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○ 本県における適応策の認知度が低い

➢ 令和４年度に県民に対する気候変動に対する意識調査（環境省委託事業）を実施

➢ 気候変動への関心は高い（６割以上）ものの、県内経営者の「適応の認知」は

約３割と低調

「適応策」を知っているか

■ 大いに関心がある
■ 多少関心がある
■ あまり関心がない
■ 全く関心がない

■ 知っている
■ 知らない

36%

50%

12%

26%

74%

気候変動に関心があるか 「適応策」を知っているか

■ 大いに関心がある
■ 多少関心がある
■ あまり関心がない
■ 全く関心がない

■ 知っている
■ 知らない

72%

24%

4% 0%

31%

69%

海水浴客に対する調査 県内経営者に対する調査

○ 一方、経済産業省は2023年に「適応グッドプラクティス事例集」を発行するなど

国も後押し

気候変動に関心があるか

2%

令和4年度 大分県調べ 令和4年度 大分県調べ



５ 気候変動に関する適応ビジネスの推進

気候変動適応ビジネスに関するセミナーの開催

-１５-

○ 地球温暖化に伴う気候変動は、企業の事業活動や県民生活に大きな影響を及ぼす恐れ

○ 一方、気候変動に関心がある企業や県民は多いが、適応策や適応ビジネスについての認知度は低い

○ 世界的に気候変動対策をビジネスチャンスととらえる動きもあり、世界的な潮流に取り残されない
よう、地域単位で適応ビジネスの推進に取り組む必要がある

○ そこで、企業等に対し気候変動が経営に及ぼす影響についての理解を促進させるための「気候変動
適応セミナー」を開催し、気候変動をチャンスと捉えた適応ビジネス促進

開催背景

企業のための温暖化適応ビジネス入門（経済産業省）



【参考】再配達削減に関する取組み（PUDOステーションの設置）
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再配達に関する現状・課題

○ 宅配便の取扱個数は20年間で2.5倍に拡大し、

平成28年度には40億個を突破（図1）

○ 単独世帯や共働き世帯の増加に伴い、宅配便の

再配達が増加（図2）

○ 全国で、再配達のために余計にトラックが走行

することで、42万トンのＣＯ² が排出され、9万人

相当の労働力がロスしている（図３）

図1：宅配便取扱個数とEC市場規模の推移

図2：宅配便再配達実態調査 図3：再配達による社会的損失



【参考】再配達削減に関する取組み（PUDOステーションの設置）

-１７-

各宅配業者の再配達削減の取組み
業者名 取組内容

日本郵便(株)

『はこぽす』の設置、受取サービス
・ゆうびんIDを事前に登録し、発送前の荷物の受取先を指定
※九州に設置場所なし

『PUDU(プドー)ステーション』受取サービス
・『はこぽす』が利用可能なインターネットサイトからの申し込み、又は、一度不在連絡票を受け取った後に利用可

コンビニ受取サービス（ローソン、ミニストップ、ファミリーマート）
・コンビニ窓口受取サービスを導入しているECサイト(26社)から商品を購入いただき、配送方法を選択

郵便局受取サービス
・郵便局窓口受取サービスを導入しているECサイト(26社)から商品を購入いただき、配送方法を選択

ヤマト運輸(株)

『PUDU(プドー)ステーション』の設置、受取サービス
・クロネコメンバーズへ登録し、発送前の荷物の受取先を指定
※『PUDOステーション』の提供を行うPackcity Japan(株)はネオポスト社(フランス)とヤマト運輸(株)の合弁会社

コンビニ受取サービス（ファミリーマート、セブンイレブン）
・クロネコメンバーズへ登録し、発送前の荷物の受取先を指定

佐川急便(株)

『PUDU(プドー)ステーション』受取サービス
・一度不在連絡票を受け取った後に利用可、ただし、利用できるのは一部のPUDOステーションに限られる

コンビニ受取サービス（ローソン、ミニストップ）
・佐川急便のコンビニ受取サービスを導入している通販サイト(16社)で商品購入の際に、受取をコンビニに指定



【参考】再配達削減に関する取組み（PUDOステーションの設置）

-１８-

PUDOステーションとは



【参考】再配達削減に関する取組み（PUDOステーションの設置）
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設置場所



【参考】 J-クレジット制度に関するセミナーの開催

-２０-
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